
岡山県医療施設耐震化促進事業費補助金交付要綱 

 

制定 平成２６年３月２５日 

   医 推 第１４３３号 

最終改正 平成３０年９月２１日 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、医療施設の耐震診断の実施を促進し、開設者に対する医療施設の耐震化

への意識を高めることによって、医療施設の安全の確保及び震災時の医療体制の確保を

図ることを目的として、耐震診断を実施する補助事業者に対して、予算の範囲内におい

て、岡山県医療施設耐震化促進事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するも

のとし、その交付に関しては、岡山県補助金等交付規則（昭和４１年岡山県規則第５６

条。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところによる。 

 

（補助対象事業） 

第２条 この補助金は、平成２１年３月３０日医政発第０３３０００７号厚生労働省医政

局長通知の別紙「災害医療対策事業等実施要綱」に基づき実施する医療施設耐震化促進

事業を対象とする。 

 

（交付額の算定方法） 

第３条 この補助金の交付額は、次により算出された額とする。ただし、算出された額に

千円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

（１）第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない額

を選定する。 

（２）（１）により選定された額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額とを

比較して少ない方の額に第３欄の補助率を乗じた額を交付額とする。 

 

１ 基準額 ２ 対象経費 ３ 補助率 

５，６００千円 医療施設の耐震診断に必要な請負費 ２／３以内 

 

（交付の条件） 

第４条 この補助金の交付には次の条件が、付されるものとする。 

（１）補助事業に要する経費の変更（補助対象経費の３０パーセント以内の減額を除く。）

をする場合においては、知事の承認を受けること。 

（２）補助事業に係る収入及び支出について証拠書類を整理し、補助事業の完了後（補助

事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、その承認を受けた日の属する年度の終了

後）５年間保管しておくこと。 

（３）この補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けないこと。 

（４）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、様式第５号により速やかに知事に報

告すること。 

また、知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額の全部又は一部を県に納付させることがある。 

  

 



 

（交付申請） 

第５条 この補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）

を知事が別に定める日までに知事に提出しなければならない。 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、前項の申請をすることができない。 

（１）暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成２２年岡山県条例第５７号）第２条

第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）に該当する者。 

（２）暴力団（岡山県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等の統制下にある者。 

（３）暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者。 

 

（変更承認申請） 

第６条 補助事業者は、この補助金の交付決定後の事情により、第４条第 1 項に規定

する知事の承認を受けようとする場合には、変更（中止又は廃止）承認申請書（様

式第２号）を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第７条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、事業実績報告書（様式第３号）及び

関係書類を補助事業完了後１か月以内又は補助事業の交付決定のあった年度の３月３

１日のいずれか早い日までに、知事に提出しなければならない。 

 

（改善計画書） 

第８条 補助事業者は、耐震診断の実施により、耐震強度不足と診断された場合は、診断

結果報告書を受けてから６月以内に、中長期的な改善計画書（様式第４号）を知事に提

出しなければならない。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。 

 

附則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から適用する。 

附則 

 この要綱は、平成３０年９月２１日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。 

 


